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ＡＡ.【表紙】 

No.  内     容 ポイント 正 否 無 

AA-1 提出先     

   提出先については、提出日現在の資本金の額が 50億円未満の会社、又は、

その発行する有価証券が金融商品取引所に上場されていない会社について

は、本店所在地を管轄する財務局長あて、それ以外の会社(50 億円以上の上

場会社)は関東財務局長あてとなっているか。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第 20条 

本店所在地管轄の

財務局長等 

 OR 

関東財務局長 

   

  *  会社の本店の所在地を管轄する財務局長に提出すべきものであるか否

かは、当該会社が当該書類を提出する日において該当するか否かによる。 

企業内容等開示ガイドライン 24の 4の 7-5 

企業内容等開示ガイドライン 5-42 

    

AA-2 提出日     

   提出年月日は、四半期レビュー報告書日以後の日付となっているか。     

AA-3 代表者の役職氏名     

   代表者の役職氏名は、四半期報告書提出日現在の代表者氏名となっている

か。 

提出日現在    

AA-4 四半期報告書写しを縦覧に供する場所     

  (1) 四半期報告書の写しを縦覧に供する場所として、主要な支店、金融商品

取引所又は認可金融商品取引業協会を記載しているか。 

第四号の三様式(4) 

    

  *1 主要な支店とは、提出会社の最近事業年度の末日においてその所在する

都道府県に居住する当該提出会社の株主の総数が当該提出会社の株主の

総数の 100 分の 5を超える場合における支店(その名称のいかんにかかわ

らず､会社法第 911条第 3項第 3号に掲げる支店として同項の規定により

登記されているもの他)をいう。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第 22条(2) 

主要な支店定義    

  *2 主要な支店が同一の都道府県内に二以上ある場合には、そのいずれか一

とし、その本店と同一の都道府県に所在する支店を除く。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第 22条(2) 

    

  *3 主要な支店に該当しなかった支店が、新たにこれに該当することとなっ

た場合には、該当することとなった日前に提出された法第 25 条第 1 項各

号に規定する書類の写しも当該支店に備え置き、当該各号に掲げる期間を

経過するまでの間は、これらの書類を公衆の縦覧に供しなければならな

い。 

企業内容等開示ガイドライン 25-1 

金融商品取引法第 25条第 1項 
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No.  内     容 ポイント 正 否 無 

  (2) 写しの縦覧場所として法定外の場所が記載されている場合には、法定の

縦覧場所ではないが、会社の投資者の便宜を考えて縦覧に供する場所に定

めた旨を注記しているか。 

その旨    

  (3) 法第 27条の 30の 5第 1項の規定により四半期報告書を書面で提出する

場合には、併せて代表者印を押印しているか。 

第四号の三様式(3) 

代表者印を押印    

 


